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柏市公共施設等総合管理計画 第２期計画の策定にあたって 

 

 

 柏市は，令和６（2024）年 11月 15日に市制施行 70周年を迎えました。

70年前（昭和 29（1954）年）の当時の人口は，約４万３千人でしたが，

高度経済成長期に急激に発展し，平成 17年（2005）３月の沼南町との合

併を経て，現在では人口約 43万人となり県内有数の中核都市に成長しま

した。 

 一方で公共施設に目を向けると，人口が急増した高度経済成長期の昭

和 40 年代から 50 年代にかけ，学校施設をはじめとした多くの公共施設

が整備されました。そのため，現在では老朽化した施設が増加し，インフ

ラ系施設を含め一定期間に改修や建替が集中することが想定されてお

り，また少子高齢化の進展も相まって，より財政状況が厳しくなることが

見込まれています。 

 このような背景のもと，上記の課題に対応するため，平成29（2017）年３月に柏市公共施設等総

合管理計画 第１期計画「基本方針編」を策定し，約８年が経過しました。その間，とりわけ北部

地域を中心とした柏市の人口増加への対応等を図るなどした結果，保有する施設全体の延床面積が

増加した一方で，保全の面では，耐用年数に基づいた計画的・予防的な保全について，適切な時期

や内容での改修が先送りとなっている場合がありました。また，第１期計画期間は新型コロナウイ

ルス感染症がまん延し，経済や社会が大きく変容した時期でもあります。 

 そのため第２期計画では，時代の変化に対応した実行性のある計画とするべく，計画策定時期を

１年前倒しし，とりわけ市民生活に密着し，全体に占める割合の大きい「近隣センター，学校，保

育園，庁舎等」を重点取組施設と位置付け，方向性を示しています。また，今後は，人口動向や財

政状況，利用状況などを踏まえ，基本方針に基づく効果的かつ効率的な取組を進め，中長期的・大

局的なまちづくり及び行政経営の視点からも検証を行いながら，柔軟性を持って現実的な対応に取

り組みます。 

 最後になりますが，本計画の策定にあたり，第11期柏市行政改革推進委員会の委員の皆様をはじ

め，貴重な御意見・御提案をお寄せいただきました市民の皆様に心から感謝を申し上げます。 

 

 

令和７（2025）年３月 

柏市長 太田 和美 
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